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各  位  

 

会社名 株 式 会 社 ユ ー グ レ ナ 

代表者名 代表取締役社長  出雲  充  

 （コード番号：2931） 

問合せ先 
取締役代表執行役員 

Co-CEO 兼 CFiO 
若原 智広 

 （TEL.03-3454-4907） 

 

事後交付型株式報酬制度及び従業員株式報酬制度としての 

新株式の発行に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、事後交付型株式報酬制度（以下「本制度（PSU）」と

いいます。）及び従業員株式報酬制度（以下「本制度（従業員株式報酬）」といい、本制度

（PSU）とあわせて「本制度」と総称します。）としての新株式の発行（以下「本新株式発行」

といい、本新株式発行により発行される当社普通株式を以下「本新株式」といいます。）を行う

ことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．発行の概要 

（１） 払 込 期 日 2024 年 4 月 25 日 

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式 245,305 株 

（３） 発 行 価 額 １株につき 533 円 

（４） 発 行 価 額 の 総 額 130,747,565 円 

（５） 募集又は割当方法 ①本制度（PSU） 

当社のグループ会社の取締役 7 名 19,449 株 

当社の従業員 8８名 109,185 株 

当社のグループ会社の従業員 24 名 11,714 株 

②本制度（従業員株式報酬） 

当社の従業員 36名 104,957 株 

（６） 出資の履行方法 金銭報酬債権の現物出資による 

（７） そ の 他 
本新株式発行については、金融商品取引法による有価証券届出書を本

日提出しております。 
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２．募集の目的及び理由 

当社は、当社及び当社の子会社である株式会社エポラ、株式会社 LIGUNA、株式会社 MEJ、

株式会社フレンバシー及び株式会社はこの取締役及び従業員（以下「対象者（PSU）」といいま

す。）に対する本制度（PSU）を導入しております。本制度（PSU）に基づく当社普通株式の新

規発行は、割当予定先である対象者（PSU）に対する株式報酬の支給として行うものです。 

また、当社は、当社の従業員（以下「対象者（従業員株式報酬）」といい、対象者（PSU）と

あわせて「対象者」と総称します。）に対する本制度（従業員株式報酬）を導入しております。

本制度（従業員株式報酬）に基づく当社普通株式の新規発行は、割当予定先である対象者（従

業員株式報酬）に対する株式報酬の支給として行うものです。 

本制度の内容は、以下に記載のとおりです。 

＜本制度（PSU）の内容＞ 

対象者（PSU）に、2023 年 12 月期の期間（以下「業績評価期間」といいます。）の当社の業

績及び企業価値向上のためのインセンティブ報酬として、業績評価期間の経過後、当該業績評

価期間における業績目標の達成度に応じて、当社普通株式を交付するための金銭報酬債権を報

酬として支給する業績連動型の株式報酬制度です。業績評価期間における業績目標の達成度に

応じて、当社が定める一定の計算式に基づき、各対象者（PSU）に支給する当社普通株式の数

及び金銭報酬債権額を算定いたします。本制度（PSU）の内容は以下のとおりです。 

（株式等の交付内容）  

① 本制度（PSU）により交付する株式数（以下「交付普通株式数」といいます。）は、以下

の計算式に基づき算出するものとし、株式報酬基準額は対象者（PSU）の職責に応じて、

当社取締役会において対象者（PSU）ごとに決定するものとします。また、付与時株価は、

業績評価期間開始月の前月１か月前の東京証券取引所における当社普通株式の終値の平

均額とし、１円未満の端数は切り捨てるものとします。なお、算出された交付普通株式数

の１株未満の端数は切り捨てるものとします。  

交付普通株式数 ＝ 株式報酬基準額 ÷ 付与時株価  

② 対象期間中に新たに当社の取締役となる者に交付する交付普通株式数は、その職責に応じ

て、当社取締役会において対象者（PSU）ごとに決定し、対象期間中に新たに当社の従業

員、当社グループ会社の取締役、当社グループ会社の従業員、及び社外協力者となる者に

交付する交付普通株式数は、その職責に応じて、取締役会で決定した総額の範囲内で、代

表執行役員 CEO が対象者（PSU）ごとに決定するものとします。  

③ 株式の交付までに、当社の発行済株式総数が、株式の併合、株式の分割（株式無償割当て

を含みます。以下、本＜本制度（PSU）の内容＞内の株式の分割の記載につき同じです。）

によって増減する場合は、調整前の交付普通株式数に、併合・分割の比率を乗じることで、

調整後の交付普通株式数を算出することとします。  

（権利喪失事由）  
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対象者（PSU）について、次のいずれかに該当した場合には、交付を受ける権利を取得しま

せん。  

①当社の取締役が業績評価期間終了時に当社の取締役の地位喪失している場合（但し、当社

の取締役会が認めた場合は除きます。）  

②当社の従業員、当社グループ会社の取締役、当社グループ会社の従業員及び社外協力者が、

交付取締役会決議日に当社の従業員、当社グループ会社の取締役、当社グループ会社の従

業員及び社外協力者の地位を喪失している場合（但し、当社の取締役会が認めた場合は除

きます。）  

③対象者（PSU）において、法令又は当社グループの内部規程に重要な点で違反したと当社

の取締役会が認めた場合、その他株式交付が適当でないと当社の取締役会が決定した場

合 

（株式等の交付の手続）  

対象者（PSU）は、業績評価期間の最終年度が終了してから以下の計算式によって算出され

る金銭報酬債権を現物出資することで当社株式の交付を受ける権利を取得し、対象者（PSU）

は、当該金銭報酬を、交付取締役会決議により発行される株式又は自己株式の処分において現

物出資することにより対象となる株式を取得します。 

交付時株価は交付取締役会決議日の前営業日における東京証券取引所における当社普通株式

の終値（同日に取引が成立していない場合には、それに先立つ直近取引日の終値をいい、以下

「本件株価」といいます。）とします。 

また、目標達成度は業績評価期間の業績等の数値目標の達成度に応じて、０％から 150％の

範囲で変動するものとし、業績評価期間の業績等の数値目標については、取締役会にて決定す

るものとします。  

金銭報酬債権額 ＝ 交付普通株式数 × 交付時株価 × 目標達成度 

＜本制度（従業員株式報酬）の内容＞ 

対象者（従業員株式報酬）に、当社の企業価値の持続的な向上を図る更なるインセンティブ

を与えることを目的として、本制度（従業員株式報酬）の利用を希望する対象者（従業員株式

報酬）に対して、毎年３月及び９月に支払われる報酬の一部（月給制対象者の場合は賞与、年

俸制対象者の場合は年俸のうち業績連動部分が対象）に代えて当社普通株式を支給する株式報

酬制度です。当社取締役会による株式発行決議の前営業日の東京証券取引所における当社普通

株式の普通取引の終値を基準に、各対象者（従業員株式報酬）に支給する当社普通株式の数を

算定いたします。本制度（従業員株式報酬）の内容は以下のとおりです。 

（報酬の内容等）  

対象者（従業員株式報酬）には、賞与額又は業績連動年俸額に 10～30％のプレミアム（以下

「プレミアム率」といいます。）を乗じて算定され、付与される金銭報酬債権全額に相当する数

の当社普通株式が株式報酬として付与されます。なお、プレミアム率の決定については、代表

執行役員 CEO が決定するものとします。 
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（権利喪失事由）  

交付取締役会決議日までに退職、死亡等原因を問わず従業員の地位を喪失した場合、対象者

（従業員株式報酬）は本制度（従業員株式報酬）に基づく報酬を受ける資格を取得しません。 

 

今回、当社は、業績評価期間における業績目標の達成状況が確定したため、本制度（PSU）

に基づき対象者（PSU）に支給される金銭報酬債権の総額を 74,805,484 円とし、本制度（PSU）

に基づき当社普通株式 140,348 株の取得勧誘を行うこととしました。また、2023 年 12 月期の

下半期が終了したため、本制度（従業員株式報酬）に基づき当社普通株式 104,957 株の取得勧

誘を行うこととしました。なお、本新株式発行のうち、本制度（PSU）に基づき、当社普通株

式 140,348 株を対象者（PSU）に、本制度（従業員株式報酬）に基づき、当社普通株式 104,957

株を対象者（従業員株式報酬）に、それぞれ割り当てるものとし、一般募集は行いません。 

 

３．払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本新株式の払込金額は、恣意性を排除した価格とするため、本新株式発行に係る取締役会決

議の前営業日（2024 年 4 月 5 日）における東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値に

相当する額である 533 円としました。 

また、本新株式の払込金額は、本新株式発行に係る取締役会決議の前営業日までの直前１か

月間の当社普通株式の終値単純平均値である 599 円に対して 10.99％のディスカウント、同直

前３か月間の当社普通株式の終値単純平均値である 638 円に対して 16.52％のディスカウント、

同直前６か月間の当社普通株式の終値単純平均値である 687 円に対して 22.45％のプレミアム

となる金額です。 

本新株式の払込金額は、本新株式発行に係る取締役会決議日直前の市場株価でありますので、

合理的で、かつ特に有利な金額に該当しないものと判断しております。 

以上 


